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成長著しいアジアに近接する長崎県

札幌

盛岡

仙台

秋田

新潟

青森

東京

静岡

長野
金沢

名古屋

大阪

岡山
広島

宮崎

熊本

鹿児島

福岡

那覇

台湾

東シナ海

北朝鮮

沈阳

韓国

北京

上海

南京

福州

香港

天津

済南

杭州

半径
1,000km

長崎
約800km
長崎－上海

○経済成長著しい中国沿海部の大都市や、韓国まで片道1，000Km以内。
本県の海岸線の延長は全国第1位（北海道：北方4島除き）。有人島の数は日本最多。

○人口 約1，427千人（H22年国勢調査）
（全国：27位）
○面積 4，105km2

（県域：ほぼ九州本土と同じ。
東西213Km、南北307Km）
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新函館

新青森
八戸

盛岡

福島

大宮

東京

高崎

長野

富山金沢

新大阪

敦賀
岡山

広島博多

長崎

鹿児島中央

諫早

新鳥栖

札幌

新八代

沖縄

ソウル

上海

大阪

名古屋
東京

秋田
（ミニ新幹線）

山形
（ミニ新幹線）

新庄

新潟

西九州ルート
武雄温泉

神戸

建設中区間

未着工区間（未申請）

開業区間

現行
（在来特急）

新幹線
（ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ）

321時間

長崎

博多

○航空網：国内主要都市や上海、ソウルを片道１時間半程度で結ぶ。
新幹線：平成34年頃開業予定。（博多～長崎間：最速1時間20分）

国内及び東アジア主要都市へのアクセス

1時間20分2／日
名古屋
（中部）

1時間30分1／日沖縄

1時間00分4／日神戸

1時間10分1／日
大阪
（関西）

1時間10分6／日
大阪
（伊丹）

1時間40分※18／日東京

所要時間
便数
（往復）

路線

1時間25分623Ｋｍ
3/週
（水金日）

長崎

ソウル

1時間30分834Ｋｍ
2/週
（月・金）

長崎

上海

所要時間距離
便数
（往復）

路線

H25.10現在

長崎空港からの主要航空路線
（国内線）

長崎空港からの主要航空路線
（国際線）

【九州新幹線西九州ルート】

○西九州ルートの開業は平成34年頃を
予定。

最速1時間20分
(H23.12国交省)

最速1時間48分
(H25.3ＪＲ九州)

28分短縮

長崎

福岡都市園
人口240万人

中国圏
人口756万人

関西圏
人口2,090万人

※神戸経由の4便は2時間50分
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長崎県のいま

4,956,37743,770県内総生産

（19.5）968,754（22.3）9,748（うち サービス業）

（13.0）646,651（10.7）4,667（うち 卸・小売業）

75.43,723,92276.933,675第3次産業
（4.9）243,528（4.9）2,146（うち 建設業）

（18.4）912,463（14.9）6,525（うち 製造業）

23.51,159,70019.98,711第2次産業
（0.1）7,130（0.9）390（うち 水産業）

（0.9）42,423（1.6）679（うち 農業）

1.152,4412.51,097第1次産業
構成比（％）実数（億円）構成比（％）実数（億円）

全 国（H22年度）長崎県（H22年度）
（単位：億円、％）

○第1次産業の割合が全国に比べ高い一方、製造業など第2次産業の割合が低い。
なお観光業を含む第3次産業は全国に対し高い。
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○豊かな資源に加え、資源を活かした高付加価値にも強み。

活力ある農林水産業

秋田県2位
山形県3位

北海道1位

○高付加価値に強み
カロリーベースでは 生産額ベースでは

○養殖とらふぐ生産量日本一
期待大マグロ養殖

・
・
・

長崎県24位

鹿児島県2位
青森県3位

宮崎県1位

長崎県10位

（農林水産省「食糧自給率H23年度（概算値）」）

○全国2位の実力 水産業

海面漁業・養殖業生産額（平成23年）

【長崎とらふぐ】 マグロ解体ショー

○肉用牛や馬鈴薯づくりがさかん

【長崎和牛】 【長崎じゃが】

第10回全国和牛能力共進会（H24.10開催）
において、本県出品牛のすべてが優等賞を

獲得。 「肉牛の部」では『日本一』に！

『和牛能力共進会』とは？

5年に1度開催される全国規模の和牛の品評会。
別名『和牛のオリンピック』

『和牛能力共進会』とは？

5年に1度開催される全国規模の和牛の品評会。
別名『和牛のオリンピック』

【出品者の皆さん】

静岡
3.8%

鹿児島
6.1%

愛媛
6.5%

北海道
20.8%

その他
55.6%

長崎
7.2%

全国
1兆3,289億円
（100％）
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○国内のみならず海外からも人気の観光地。
今後も、東アジアの経済発展に伴い、近接地として大きな可能性。
○広大な海域を活かした新たな取り組みにも期待。

「海洋王国」長崎

○海外籍の客船入港数はトップクラス

神戸市みなと総局調べ（2013年1月）

「ながさき海洋・環境産業拠点特区」指定
（県・長崎市・佐世保市・西海市共同申請→H25.2.15指定）

高付加価値船や省エネ船の建造促進・海洋エネルギー

分野における海洋関連産業の拠点づくりを推進。

県内産業の裾野の広がりと成長を促し、地域経済の活

性化につなげていく。

「ながさき海洋・環境産業拠点特区」指定
（県・長崎市・佐世保市・西海市共同申請→H25.2.15指定）

高付加価値船や省エネ船の建造促進・海洋エネルギー

分野における海洋関連産業の拠点づくりを推進。

県内産業の裾野の広がりと成長を促し、地域経済の活

性化につなげていく。

○日本過去最大規模

「ボイジャー・オブ・ザ・シーズ」入港

・乗客定員３８００人

・貸切バス約１００台

○広大な海域が武器
日本初の洋上風力発電実証試験
（五島市沖・平成２４年８月～・環境省）

今月中にもこれまでの小規模試験機
（100Kw）に代えて、2,000Kwの実証機
が稼動予定。

安定かつ効率的な発電手法として期待

裾野の広い産業分野

45
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長崎港 博多港 那覇港
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産業革命遺産、教会群を世界遺産へ！

○「明治日本の産業革命遺産 九州・山口と関連地域」：H25.9.20世界遺産推薦決定
○「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」：H28での世界遺産登録を目指す

産業革命遺産構成資産（長崎市）

・小菅修船場跡 ・長崎造船所第三船渠

・長崎造船所旧木型場 ・長崎造船所占勝閣

・長崎造船所ジャイアント・カンチレバークレーン

・ 高島炭坑 ・端島炭坑 ・旧グラバー住宅

【旧グラバー住宅】

【端島炭坑】

（通称：軍艦島）

Ⓒ ：濱本政春氏撮影

キリスト教関連遺産
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地球温暖化対策への投資など、世界的なグリーン化の潮流を捉え、本県が持つ産業・技術拠点や新エネルギー創出を支える豊かな
自然環境を活かしながら、「産業振興、雇用創出」と「社会の低炭素化・グリーン化の実現」を同時にめざします。

輸送コスト等の不利条件を解消し、本土と同等以上の競争環境の実現を図ります。さらに、暮らしの安心のための医療等を確保し離
島特性に応じた産業の活性化や、本県の離島が持つ多様性を活かし、他地域をリードする取組を推進します。これらにより、離島の
自立的発展と人口減少の緩和をめざします。

長い交流の歴史によって培ってきた国際的有効・信頼関係や海外への情報発信などの「ソフトパワーの強化」を土台にして、「専門的
な知識・情報によるサポート体制の強化」に取り組み、アジアの時代に本県の本来的な優位性を復活させ、海外からの観光客誘致や
県産品の輸出拡大、企業の海外展開など「実需の創出・拡大」をめざします。

政策横断プロジェクト政策横断プロジェクト ～長崎県総合計画（～長崎県総合計画（20102010年年1212月策定）から～月策定）から～

●長崎県総合計画・・・時代の潮流を捉え、10年後の本県のあるべき姿を見据えつつ、今後5年間
（2011～2015年度）における本県の重点的な取組を示した本県の総合計画

アジア・国際戦略 ～海外との友好関係と地の利を活かす～

『しまは日本の宝』戦略 ～しまの多様性を活かす～

ナガサキ・グリーンニューディール ～自然と産業の潜在力を活かす～
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平成2５年度一般会計当初予算

○一般会計予算規模6,813億円（標準財政規模大きい方から27位）。
歳入については地方交付税の依存度が高い（構成比高い方から6位）。
歳出については義務的経費の割合が高め（構成比高い方から16位）。
※順位（47都道府県）はH23年度普通会計決算値による

歳入

6,813億円
歳出

6,813億円
義務的経費

49.9%

投資的経費
19.7%

その他
30.4%

普通建設補助
11.3%

人件費
28.4%

扶助費
5.8%

普通建設単独
7.1%

その他
30.4%

災害復旧
0.4%

直轄事業
0.9%

公債費
15.7%

地方交付税
32.1％

県税
14.2％

国庫支出金
14.9％

県債
15.3％

諸収入
7.5％

繰入金
6.5％

地方消費税
清算金
4.3％

使用料
手数料
1.2％

その他
4.0％
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うち臨財債

192.1185.9183.0197.3将来負担比率

14.314.212.811.4実質公債費比率

----連結実質赤字比率

----実質赤字比率

健全化判断比率（％）

20.520.221.622.0 投資的経費（％）

96.295.893.797.2 経常収支比率（％）

381114実質収支

1,3751,3701,5001,621 投資的経費

3,2183,2633,2543,245 義務的経費

6,7006,7876,9367,381 歳出決算額

453467581461 
1,1341,0301,1211,138 県債

2,2472,2522,1972,123 地方交付税

1,1051,0991,1081,173 県税

6,9476,9697,1727,588歳入決算額

H24H23H22H21（単位：億円）

3位14位

標準財政規模に対する割合
低い方から11,962

（18,572）地方債残高 （億円）

１位8位

標準財政規模に対する割合
高い方から1,429

（1,622）基金残高 （億円）

4位13位185.9
（217.5）将来負担比率（%）

2位13位14.2
（13.9）実質公債費比率（%）

数値低い方から健全化指標

6位40位
人口1人当たり、多い方から192

（644）うち法人2税 （億円）

7位46位
人口1人当たり、多い方から1,099 

（3,348）税収 （億円）

九州全国

順位H23年度決算
（ ）は都道府県平均

○堅実な財政運営の実績は、特に健全化指標や基金残高での数値で確認できる。

※基金積立額の水準は全国8位（標準財政規模に対する割合。順位は高い方から。）
一方、税収の脆弱性は否めないため、引き続き堅実な財政運営堅持がポイント。

決算等の状況（普通会計）

※「－」表示は赤字額なし

決算指標比較：普通会計

※九州順位は九州・沖縄8県中

財政状況
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県税収入の推移

○景気動向に左右されやすい法人２税の税収割合が低いため、安定的な税収構造と言え
るが、今後の税収の拡大が課題。

普通会計決算及び見込額

+2.4%16.115.7全国（兆円）

+0.5%1,1051,099本県（億円）

対前年比H24 ②H23  ①

税収対前年度増減 ○法人2税の歳入構成比（長崎県H23:2.8%）

※九州順位は九州・沖縄8県中

：順位（高い方から）

5位九州

35位全国

億円 兆円

314 325 228 182 192 194

988 966 945 926 907 911

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400

H19 H20 H21 H22 H23 H24
0

5

10

15

20

25

法人2税 その他 全国計

1,105
1,302 1,291

1,173 1,108 1,099
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義務的経費の推移

○人件費は職員数削減などで減少傾向。
※H24：1,805億円→H30：1,675億円程度（▲130億円程度見込）
○公債費は臨時財政対策債の発行増に伴い増加傾向。

人件費減少の理由

早期の取り組みで既に3,400人職員数削減

（H13→H24）

【削減数総計約3,400人】

○一般行政 約880人減 （▲17.2％）

○教育 約1,920人減

○警察 約30人増

○病院 470人減

○交通 約160人減

給与水準の引き下げで平均年間給与約16%減

（H24/H13=6,258千円/7,502千円）

一般会計最終予算。Ｈ２５以降は見込み。

臨時財政対策債の発行が減少傾向
となれば、義務的経費全体も減少
の見込み

今後の見通し今後の見通し

1,917 1,868 1,853 1,847 1,805 1,800

158 167 163 154 171 138

858 911 948 933 912 918

359 368 385 396 394 396
57 72 87 105 122 162

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

億円
人件費（除：退職手当） 退職手当 公債費（除：借換・臨財債） 扶助費 公債費（臨財債）

3,4043,349 3,386 3,436 3,435

213 241 266 314 347
404 412 420 429 440

896 908 905 863 851

139 163 152 170 174

1,782 1,724 1,704 1,6751,755

3,434 3,479 3,467 3,480 3,4873,414

【公債費】臨財債以外は減少へ

臨財債除けば義務的経費全体も減少へ
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投資的経費の推移

○投資的経費は、国の公共事業縮減にあわせ一定縮減。
地域経済への影響も考慮しながら、今後はより効果の高いものを選択実施。

○新幹線 70億円/年程度
（工期残り9年）
○県庁舎建設
新たな財政負担を伴わず建設
（起債なし：造成済基金373億円と国庫補助範囲内）

今後の見通し今後の見通し

※県予算は災害復旧費を除く

1,151 1,224
996

808

1,146

856

371
449

456

414

470

482

8.8

6.4 6.1

7.0

7.8
7.3

0

200

400
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800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

兆円億円

0

5

10

補助・直轄事業 県単独事業 国公共事業

930

484
491

982

588

976

567
544

835 791

H20～H24は最終予算。H25以降は見込み。
（国公共事業：H20～H24は最終予算、H25年度は当初予算。）
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○臨時財政対策債の償還分を除けば、減少傾向。

公債費の推移

億円 除：借換臨財債除く 臨財債

見込実績

858 911 948 933 912 918

57 72 87 105 122 162

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

213 241 266 314 347

896 908 905 863 851

915
983 1,035 1,038 1,034 1,080 1,109 1,149 1,171 1,177 1,198
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○臨時財政対策債に係る残高を除けば、減少傾向。

県債残高の推移

一般会計年度末残高額。H25以降は見込み。

見込実績
億円

臨財債以外 臨財債

臨時財政対策債以外の県債残高

については着実に縮減

今後の見通し今後の見通し

9,188 9,109 8,865 8,633 8,529

1,847 2,264 2,791 3,193 3,568

8,340

3,940

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

4,273 4,964 5,6274,614 5,299

8,156 8,028 7,979 8,026 8,063

12,28011,035 11,373 11,656 11,826 12,097
12,429 12,642 12,943 13,325 13,690
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行財政改革の取り組み

○財政運営の健全性を確保するため、これまで収支改善を前倒しで実施。
→全国的にも高い健全性
○さらに、収支改善を実施し引き続き健全性維持。

【収支改善対策】H17～21
○502億円の収支改善（目標値：469億円）
組織体制の見直しによる職員数の削減や管理職手
当の削減等

【行財政改革プラン】H18～22
○190億円の歳出削減（目標値：155億円）
給与構造の改革による人件費の見直し等

※給料表水準の4.8%引き下げ

【収支構造改革】H20～22
○169億円の収支改善（目標値：165億円）

• 職員数のさらなる削減や人件費の見直し
• 内部管理経費の徹底した見直し

これまでの収支改善への取り組み
861億円の収支改善（H17～22）

これからの取り組み（H23～27）
約135億円の収支改善

（H23→H27）
「新」行財政改革プラン
さらに約135億円の収支改善

今後の見通し今後の見通し

135.021.6 29.0 30.5 31.722.3計

3.11.11.10.50.30.2公営企業の経営健全化

3.50.70.70.70.70.7指定管理者制度の活用

6.31.31.31.31.31.3県単独補助金等の見直し

13.63.73.73.11.51.5内部管理経費の見直し

20.87.96.93.32.20.5人件費の抑制

47.314.613.68.96.04.2歳出

35.0▲1.86.911.411.76.8貸付金の回収、借換債

12.00.10.12.16.13.7特定目的基金規模、特別会計規模の適正化

0.60.10.10.10.10.1使用料・手数料の見直し等の自主財源の確保

2.70.50.50.50.50.5県有財産の有効活用

37.38.17.87.47.16.9県税収入の確保

87.76.915.421.625.618.1歳入

合計H27H26H25H24H23区分

（単位：億円）「新」行財政改革プランによる収支改善目標

【収支改善実績】

平成23年度 27.5億円
平成24年度 42.6億円

計 70.1億円

【収支改善実績】

平成23年度 27.5億円
平成24年度 42.6億円

計 70.1億円

※これまで16億円程度目標
を上回っています。

※これまで16億円程度目標
を上回っています。
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財政運営の実績

熊本県

埼玉県 京都府

宮崎県

佐賀県

奈良県

東京都

北海道

兵庫県

千葉県
神奈川県

群馬県

沖縄県

福岡県
大分県

鹿児島県

大阪府

徳島県

1.0

6.0

11.0

16.0

21.0

70.0 120.0 170.0 220.0 270.0 320.0 370.0

実質公債費率％

H24

H23 長崎県

長崎県

○しっかりと行財政改革に取り組んだ結果、健全化指標では、全国的にみても比較的良好な
位置。

○長崎県健全化判断比率

※順位はH24年度決算
九州順位は九州・沖縄8位中

：順位（低い方から）

実質公債費比率 将来負担比率

長崎県 14.3% 192.1%

全国順位 18位 19位

九州内順位 3位 5位
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1 長崎県の概要

2 長崎県の財政

3 公営企業等の概況

4 中期財政見通しと起債運営
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企業会計の状況

企業会計決算概況（地方公営企業法適用） 地方公営企業決算状況調査による

○交通事業、港湾整備事業ともに資金不足もなく、健全経営。

▲1.1▲0.1純利益・損失178.1189.0 資本合計

4.71.8総費用7.37.6 負債合計 －0

3.61.7総収益185.4196.6資産合計

港湾整備事業

▲0.80.4 純利益・損失87.788.2資本合計

53.052.4総費用19.622.2負債合計 －18.2

52.252.8総収益107.3110.4資産合計

交通事業

H24年度H23年度H24年度H23年度
資金不足比率

H24年度末
借入金残高

PLBS

単位：億円
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病院事業の状況

経営状況の推移 県繰入金（実質負担ベース）の推移

○長崎県病院企業団を設立し、県と関係5市1町が一体となって、離島等の県周辺部におけ
る継続的で安定的な地域医療の確保。経営形態は一部事務組合で公営企業法全部適用。

○平成24年度は3年連続して経常損益黒字を確保するとともに、累積欠損金も解消。

億円
億円

億円

中期経営計画（H24～28）を策定
今後も経営効率化を図り健全経営
に努める

今後の見通し今後の見通し

▲ 6.2

▲ 0.6

3.8
4.6

▲ 3.9

8.8
5.81.6▲ 2.0

▲ 25.5

▲ 96.1▲ 7.0

▲ 5.0

▲ 3.0

▲ 1.0

1.0

3.0

5.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24
▲ 100.0

▲ 80.0

▲ 60.0

▲ 40.0

▲ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0
経常損益（左軸）

累積欠損金・剰余金（右軸）

5.8
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18

0
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3公社の状況

○将来見込まれる職員の過不足や各公社の業務量の増減等に柔軟に対応できる組織とする
ため、総務・経理部門をはじめ全ての部門を統合。経営の合理化を図る。

決算概況 3公社の改革状況

H17年度～ 希望退職制度の導入【土地】

H18年度～ 赤字の管理道路等の移管【道路】
松が枝町駐車場・・・長崎市へ
松浦バイパス・・・・・ 県道へ

H18年度～ 常勤監事の廃止【住宅】

H19年度～ 総務部長の3公社兼務化

H24年度～ ３公社を兼務する専任の理事長を配置

H25年度～ 10月1日から実質的に一つの組織として
機能するよう3公社を横断的に再編

000損失補償に係る残高

5,476010債務保証に係る残高

000補助金
県による
財政支援
の状況

5,4766,3682,694借入金残高

6,8952,3343,978資本又は正味財産

759262178経常損益

6,895（100）6.5（65）50（100）県出資金（出資割合）

道路公社住宅供給公社土地開発公社H24年度決算

（単位：百万円、%）

* 道路公社の経常損益欄は、償還準備金繰入額を記載

* 住宅供給公社の借入金残高には、長期借入金のほか長期預り金、長期割賦金を含む
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出資法人の見直し

○第1次、2次の見直しで25団体の減。県支出金約6億円減。
林業公社の損失補償額は、全国的にみても少額。

（75）（77）(79)

351352352
総計

（43）（44）(45)

464848
農業振興公社

（32）（33）(34)

305304304
林業公社

（県損失補償等額）（県損失補償等額）（県損失補償等額）

借入金残高借入金残高借入金残高

H24H23H22

3公社以外に係る県の損失補償額等
※県による損失補償等がある団体

H25.4.1現在 106団体（三公社含む）
（県出資総額 50,333百万円）

その他出資法人の概況

（単位：億円）

【林業公社】

○損失補償額（長崎県）
：順位（少ない方から）

※全国順位は34団体中、九州は4団体中。
H24年度末ベース
出典「森林整備法人全国協議会調査」

1位九州

7位全国

【農業振興公社】

○損失補償額

• 諫早湾干拓地の農地を公社が国より取得する
際の金融機関融資に対する県の損失補償。

• 公社の償還原資は営農者からの農地リース料。
※損失補償～H45まで

毎年度検証の上、結果公表

今後の見通し今後の見通し
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1 長崎県の概要

2 長崎県の財政

3 公営企業等の概況

4 中期財政見通しと起債運営
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基金残高の推移

普通会計決算

○全国8位の高い基金残高水準。

○標準財政規模に対する基金残高の割合

1位九州

8位全国

順位

*九州順位は九州・沖縄8県中：H23年度

※基金運用は預金又債券(注)
(注)国債、政府保証債、地方債

市場公募地方債の発行に係る償還
財源積立をH24年度より実施

今後の見通し今後の見通し

：順位（大きい方から）

78 78 77 77 77 92 99 73

377 385 292 214 154 167 146 139

885 907
905 1,012

1,396 1,288
1,184

1,137

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

億円 財政調整基金 県債管理基金 その他特定目的基金

1,3491,340 1,370 1,274 1,303 1,627 1,547 1,429
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中期財政見通し

【財源調整３基金】
・財政調整基金
・退職基金
・県債管理基金（一部）

○当面の基金枯渇は回避できる見込み。

一般会計（歳入）の動向 一般会計（歳出）の動向

その他

県債

臨財債

国庫出金

県税

地方交付税

投資的経費

公債費

その他

人件費

歳出

「新」行財政改革プラン
（H23～H27）の着実な推進により
収支改善を図っていく

今後の見通し今後の見通し

財源調整３基金の残高の動向

その他

県税

国庫出金

その他

県税

県債

国庫出金

その他

県税

臨財債

県債

国庫出金

その他

県税

臨財債

県債

国庫出金

その他

県税

地方交付税

臨財債

県債

国庫出金

その他

県税

325 288 250
199

145
80

26
37

38
51

54

65

0
50

100
150
200
250
300
350
400

H25 H26 H27 H28 H29 H30

億円

残高 取り崩し

2,187 2,183 2,134 2,079 2,015 1,949

448 492 520 547 573 601
596 591 735 784

1,016 1,032 1,050 1,069 1,009 990

991 1,040 1,084

1,366 1,364 1,318 1,263 1,099 1,070

743657

970 1,016 1,062

655451383726

0
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4,000

5,000
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8,000
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 億円

地方交付税 臨財債 県債 国庫支出金 県税 その他 財源不足歳入

財源不足

1,938 1,921 1,918 1,876 1,874 1,849

1,080 1,109 1,149 1,171 1,178 1,198

1,338 1,414 1,473 1,564 1,402 1,335

2,457 2,421 2,368 2,348 2,317 2,295

0

1,000
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30

億円

人件費 公債費 投資的経費 その他
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資金調達の推移

資金別借入額・各資金シェアの推移

○民間資金のうち一定程度は証券方式で発行し、これまでも流動性を重視。

*H24年度民間資金1,097億円のうち証券発行方式622億円（約57％）

一般会計決算。H24は最終予算。H25は当初予算。（借換債含み）

798 728 748
538 466 534

148 121 190
366 349 370 301

323 431 450

694
1,069

1,010

1,223 1,160
955

792
997

1,317

100

100

92

534667

10055.4
59.8

87.8
91.7 91.0

85.9

72.3 74.5

82.5

28.8

37.2 37.6

71.9
50.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

%億円

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

公的資金 民間資金（除：市場公募） 市場公募資金 民間資金+市場公募資金割合
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今後の資金調達方針

平成25年度市場公募地方債引受シンジケート団 平成25年度長崎県市場公募地方債発行実績

○投資家ニーズの的確な把握に努め、調達手段、調達時期の多様化を推進し、より安定的

かつ効率的な資金調達体制の構築を目指す。

構成メンバー

年限

発行額

しんきん証券

SMBCフレンド証券

岩井コスモ証券

利率

条件決定日

発行日 平成25年9月27日

平成25年9月6日

100億円

10年（満期一括）個別債

SMBC日興証券

野村證券

アール･ビー・エス証券東京支店

年0.81%

（応募者利回り 年0.811%）

みずほ証券

東海東京証券

大和証券

岡三証券

三菱UFJモルガン・スタンレー証券

銀
行

証
券

三井住友銀行

三菱東京UFJ銀行

みずほ銀行

親和銀行

十八銀行

丸三証券
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お問い合わせ先

長崎県総務部財政課 理財班
TEL 095－895－2175
FAX 095－895－2552
mail s01040@pref.nagasaki.lg.jp
web http://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/kenseijoho/zaiseijoho

/index.html

平和記念像（長崎市） 九十九島（佐世保市） 孔子廟（長崎市） グラバー園（長崎市）

坂本龍馬像（長崎市） 雲仙地獄（雲仙市）

堂崎協会（五島市） 軍艦島〔端島〕（長崎市） 雲仙普賢岳（雲仙市） 和多都美神社（対馬市）


